










未成年の子供が他人に対し不法に損害を与えた場合､ わが民法では､ 監督者として両親は､ その
損害を賠償すべき責任を負うが､ ただ監督上の過失およびこれと損害との因果関係のないことが証
明されたときはこの限りではないとされている (条)｡ したがって､ 両親の責任は､ 過失推定を
基礎に打立てられているものといえる
(１)
｡ その場合､ フランス法でも､ 両親の責任は､ それと同じし
くみによって運用されている (フランス民法典条)
(２)
｡ もっとも､ 双方の著しい相違点は､ フラ




ところが､ 世紀末に現れた破毀院判例によって､ 民法典制定 (年) 以来の両親の責任の基
礎が大きく揺るがされ､ とりわけ､ 両親と子供との同居の必要をめぐって問題が提起されている｡
そこで､ 本稿は､ フランス法における両親の責任について､ そのような問題状況につき若干の紹介
をすることを目的とするものである｡ なお､ 上記紹介は､ そのテーマがフランス法やこれに倣った
国の民法に特有のものであることもあって
(４)
､ わが国において､ 従来､ これを正面から取り上げられて
こなかったが､ それは､ わが国の監督者責任の研究に寄与しうるところが少なくないように思われる｡




て､ 問題の処理方式が､ 条を通す場合と条を通す場合というふうに異なっているが､ 後者の場



















() フランス民法典の起草者は､ 不法行為責任の唯一の原因はフォート ($) であるとして
いる｡ そして､ 不法行為の原則を､ 民法典	条において､ 次のように定めている｡ すなわち､《
他人に損害を惹起する人の行為はいかなる行為といえども､ フォートによって損害を惹起する者を
して損害を賠償すべき義務を負わせる｡》と｡ いわゆる民事非行 () とは､ 故意によっ
ておかされたフォート (	条が対象とするものにほかならない) であり､ 準非行 (%!)




() 一般に､ フォートは､ 客観的要素､ ｢違法性 () ということばで指示される､ 義務違




ならない (	条､ 	条) が､ 一定の場合においては､ フォートは推定されている｡ これは､ 




() もっとも､ フォートに基づく人 (他人)・物の行為 (関与) についての責任制度は次の通り
である｡ すなわち､ (イ) 子供の行為についての父母の責任 (本稿では､ 主に両親の責任という)
(	条４項・７項) (ロ) 徒弟の行為についての職人の責任 (	条６項・７項) (ハ) 生徒の行
為についての教師の責任 (	条６項) (ニ) 被用者の行為についての使用者の責任 (	条５項)
(ホ) 物の行為 (関与) についての保管者の責任 (	条１項､ 	条､ 	条) がそれである｡









｡ そして､ 両親の責任が課されるためには､ ４つの要件が満たされなければなら
ない｡ １つは､ ①子供が加害行為をしなければならないことである｡ 両親の責任は､ 子供のそれが
先立って成立することを前提とするのである
(６)
｡ なお､ 責任を生じさせる行為は､ 子供の自己の行為
あるいは子供が保管する物または動物の行為 (関与) から生じうる｡ ２つは､ ②子供は未成年者で







らないことである｡ 摘出家族も非摘出家族も同じ枠組みで､ 親権は両親によって行使される (民法
典条２項＜年３月４日法により改正＞
(８)
)｡ したがって､ 両親は､ 子供によっておこなわれた
行為について連帯して責任を負う｡ ４つは､ ④子供は両親と同居していなければならないことであ


















条 他人に損害を惹起する人の行為は､ いかなる行為といえども､ フォートによって
損害を惹起する者をして損害を賠償すべき義務を負わせる｡
条 各人は､ その行為によってのみならず､ その懈怠もしくは無思慮によって惹起し
た損害につき責任を負う｡

















条 建物の所有者は､ 崩壊が保存の欠缺または構造の瑕疵の結果生じたときは､ その
崩壊によって生じた損害について責任を負う｡
なお､ 以上､ 引用されている条文の邦訳については､ 主として谷口知平 『現代外国法典叢書仏蘭西






































ない｡ 両親､ もっと正確には父母は､ 他人の行為について民事上責任を負う人として､ 条にお












() ところが､ 親権 (
) に関する年３月４日法が､ 親権ということば






条１項は､ 柔軟な規定であり､ 両親の責任についてそれは何ら機能しておらず､ この規定の同
条４項との併存適用に一定の制約が付されているものと見られる
(４)
｡ かつて､ 父のみが父権 (


) をもつことを理由に条４項責任を課されていた｡ このため､ 母は､ 
条責任のみを負うものと解されていた
(５)









() 両親の責任についての要件は､ 同居要件を除けば､ すべてが子供にのみ関係するものである｡












() 今日､ この①要件をめぐる解釈問題程の注目を集めているわけではないが､ 大いに論じられ
ているのが､ 両親の責任要件としての同居の問題である｡ もちろん､ これは､ 両親と子供に共通の











(	) かくして､ 立法や判例の状況からして､ 子供と両親との同居が両親の責任についてどのよう




() 両親の責任について､ 同居要件にむけられる学説の関心は､ 衰えることはないが､ 不法行為












｡ もっとも､ これらの条項は､ フォートに全く言及していないだけでな
く､ フォート推定の存在やその効力についても触れていない｡ しかし､ それらの条項に基づく責任
は､ 民法典の起草過程において､ 監督・教育上の義務すなわち､ 父権 ()､







() 判例上においては､ 未成年の子供の加害行為についての両親の責任は､ 父母の用心の欠如に
基礎づけられてきたのであり
()
､ そして､ 父母は､ 条７項の規定に沿って､ そのようなフォート
の不存在を証明することによってその責任を免れることができたのである｡ その際､ 父母は､ 普通
に用意周到かつ勤勉に振る舞ったことを証明することとなるのであった
()










基づく両親の責任において､ なぜ同居要件が必要なのか､ また､ 同居要件の両親の責任成否の決め
手としての妥当範囲はどのようなものかという視点から､ 同居要件の上記役割を見てみよう｡
() 両親の責任の必須要件とされる､ 未成年の子供との同居は､ 明白なふたつの理由から取り上






















ることになる｡ その同居が存しない場合､ 両親の責任の見地から､ 責任の帰趨を問うことは正当で
あるとされる｡ ゆえに､ 同居の欠如は､ 両親の免責事由となりうるかが問われることになるのである
()
｡






いての両親の責任の免責事由であるとされるならば､ 免責されるにもかかわらず､ 両親は､ 証明さ
れたフォートを理由に条に基づく責任を課されうるであろう
()












第三者は､ 夫婦別居の場合の他方の親､ 家族構成員であり､ さらに子供と親子関係にない者もあり
うる｡ すなわち､ 子供が使用者の許で居住していたり､ 寄宿学校にいたり､ 入隊していたときには､
同居は正当に終了するのである｡ さらに､ 子供がほかの誰かの監督下または責任下に移っていなかっ


















た態度を示しているが､ それにもかかわらず､ その判定は､ 被害者に法的に不安をもたらし､ とり
わけ母の言い逃れに対して事実審裁判官に厳しい評価を促している
()
｡ そのうえ､ 同居は､ 推定され
たフォートについての両親の責任を課すために必要であると解されるならば､ 必ずしもそれは明ら































































つの観点からなされている｡ ひとつは､ 同居要件が無益なものかどうかであり､ もうひとつは､ そ
れが無用なものかどうかである｡ 各評価を簡潔に見てみよう｡
年の前記判決が出される前までは､ 同居の無意味さの兆しが何らかの擬制を用いたように見
える事案処理の不自然さに現われている｡ 事実､ 同居が正当に終了していた事案でさえ､ 条４




｡ さらに､ 未成年の子供が他人に損害を生じさせたときに､ 事実上両親と同



















｡ 要するに､ この見解の立場によれば､ 同居要件は､ 確実に二次的
地位にまで格下げされたように見受けられるのである｡
(














() その１つは､ 不可効力であり､ その評価方式が問題である｡ すなわち､ 不可抗力は､ 両親と















() これらの状況を踏まえ､ 判例においては､ 同居要件の役割が最小限に抑え込まれており､ 立


















｡ 事案はこうである｡ すなわち､ 歳になる未成年
の子供Ｃの父Ｇと母Ｍは離婚し､ 母Ｍが子供Ｃの監護権をもっていた｡ ＣはＤ所有の自動車を盗ん
でその自動車に損害を生じさせた｡ そのときに､ Ｃは父Ｇ宅に居住していて､ 母Ｍと同居していな
かった｡ Ｃの加害行為時に訪問権行使の効果として､ ＣはＧ宅に招待され､ Ｇにより宿泊が提供さ
れていたのである｡ そこで､ Ｄが､ Ｃを監護していたＭに対して損害賠償請求をしたのが本件であ
る｡ 本判決は､ 控訴院が条４項に違反しているとし､ 損害を惹起した子供の母を問題外とする
ために､ その加害行為の日に子供は父宅に居住していて母と同居していなかったとしたが､ 本件の
場合､ 訪問権・宿泊権の行使はなされているが､ 監護権を行使している両親の一方と未成年者との










に常に準拠しようとする姿勢は､ 形式的には正当であるとされる｡ 条４項の中に《彼ら (父母)
と共に生活している》との記述があることから､ 裁判官は常に同居要件に言及せざるをえないから














あろうからである｡ しかし､ 同居要件は法律の中に明記されている｡ 前述の立法改革においてもそ
れは再確認されている｡ それゆえ､ 破毀院は､ 同居の射程を過小評価することによって同居の再定
義を志向している
()






























渉していなくても､ 控訴院は､ 同居の概念が《広く解されうるとしても､ 子供が両親の住所に居住





























































(#) !"年６月４日法によって新たに設けられた民法典)"２条は､《父母は､ 子に対して､ 監護､ 監
督および教育の権利と義務を有する》と定める｡ 同条１項は､《親権は､ その安全､ 健康および精神
において､ 子を保護するために父母に帰属する》と定める｡ ｢これらを受けて､ 新しい規定による親
権とは､ 両親に課される子の保護と養育および育成の義務を履行するため､ 解放されていない未成年
の子の身上と財産に関して､ 法律が父母に認める権利と義務の総体である､ と定義される｡｣ (栗林佳







































































































































































くは建物の行為 (関与) についての責任の諸規定を､ まえもって呈示したものと解されていた｡ 判例
は､ この規定の枠内で無生物 (自転車､ 自動車､ 武器､ 電気設備など) の行為 (関与) についての責






































































() 以上､ フランス法では､ 民法典)'*条４項が両親の責任を規定しているが､ その適用要件の
ひとつである､ 同居要件についてその消長が議論されていた｡ 従来､ 両親と未成年の子供が同居す
ることで､ 監督および教育の義務が課されるものと考えられてきた｡ 監督および教育上のフォート
推定の真実性を確保する役割を同居要件が担っているとする考え方である｡ ところが､ 最近､ 両親
の責任の客観化傾向が強まり､ 同居要件の役割について後退が言われている｡ 不可抗力と被害者の
フォートのふたつの事由だけが両親を免責させるという法律上当然の責任法の理が､ 判例上承認さ









ひとつであろう｡ 例えば､ 学校内において子供が他人に対し不法に損害を与えたときに､ 教師のみ
が責任を負い､ 加害少年の両親は責任を負わないか､ といった教師と両親の責任競合の問題がそれ
である｡ フランス法では､ 両親と子供の同居があったと解すべきかという法的判断を重視し､ その
監督義務の存否を判定するという解釈が採られている｡ これに対して､ 日本法では､ 子供が教師の
監督下にある時は､ 原則として､ 教師の監督義務によって両親の監督義務が排斥され､ 両親は免責
されるという解釈が採られている
(１)





(１) 加藤一郎 『不法行為 [増補版]』 (年) 有斐閣	｡
(２) 加藤前掲は､ 一般的に監督義務者が条の責任を負うのは､ ｢原則として､ 家族的な共同生
活を営んでいる場合に限られよう｣ と述べている｡ また､ 
歳の少年が新聞配達をしていた遊び友達
の少年を小遣い銭欲しさに殺害し､友達の所持していた集金の一部を強奪し､ 逃走したので､ 被害少
年の両親が加害少年の両親の監督責任を問うた事案で､ 最高裁判例は､ 加害少年が生活を営んでいる
家庭の団らんの有無を重要な判断要因として捉えているように思う (最判昭和年３月日 民集
巻２号頁)｡
(平成年８月日脱稿)
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